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(57)【要約】
　粉体密度を増加させ焼結される粉体層の異常を低減す
る、改良されたレーザ焼結システム（１０）を提供する
。このレーザ焼結システムは、構築プロセス中の自動較
正のために、構築チャンバ（１２）内のレーザパワーを
測定し；散粉を最小化するために、シュート（２０）を
通して粉体を構築チャンバ内に堆積させ；及び空気をス
クラビングし、再循環したスクラビング済みの空気で放
射ヒータを冷却する。このような改善により、レーザ焼
結システムは、より高くより一貫した品質、精度及び強
度を有する成形品を作製できるようになり、一方でレー
ザ焼結システムのユーザは、これまでに使用されたもの
の焼結されていない粉体のうちのより多くを再利用でき
るようになる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　設計データに基づいて焼結性粉体から三次元物体を製作するためのレーザ焼結システム
であって、該レーザ焼結システムは：
　前記レーザ焼結システムの構築チャンバに前記焼結性粉体を供給するためのホッパ；
　成形品ベッド上の層に前記焼結性粉体を分配するための粉体分配デバイス；及び
　前記焼結性粉体が堆積される表面に向かって前記ホッパから伸長するシュート
を備え、
　前記シュートは、前記粉体分配デバイスと前記成形品ベッドとの間にあることを特徴と
するレーザ焼結システム。
【請求項２】
　前記シュートは前記粉体分配デバイスの移動によって可動であることを特徴とする請求
項１に記載のレーザ焼結システム。
【請求項３】
　前記シュートは、前記シュート内の前記焼結性粉体を予備加熱するためのシュートヒー
タを更に備えることを特徴とする請求項１に記載のレーザ焼結システム。
【請求項４】
　前記シュートは回転できることを特徴とする請求項１に記載のレーザ焼結システム。
【請求項５】
　前記粉体分配デバイスは、逆回転ローラを備えることを特徴とする請求項１に記載のレ
ーザ焼結システム。
【請求項６】
　前記ローラの表面を加熱するためのローラヒータを更に備えることを特徴とする請求項
５に記載のレーザ焼結システム。
【請求項７】
　前記粉体分配デバイスは、前記粉体分配デバイスが移動する際に前記シュートを移動さ
せるよう適合された部分を有するローラ組立体を含むことを特徴とする請求項１に記載の
レーザ焼結システム。
【請求項８】
　前記構築チャンバ内のレーザビームを測定できるレーザパワー測定デバイスを更に備え
ることを特徴とする請求項１に記載のレーザ焼結システム。
【請求項９】
　スクラバ及び少なくとも１つのヒータを支持するためのヒータブラケットを更に備え、
　前記スクラバからの排気は、前記ヒータブラケットを通して前記構築チャンバに供給さ
れることを特徴とする請求項１に記載のレーザ焼結システム。
【請求項１０】
　設計データに基づいて焼結性粉体から三次元物体をレーザ焼結する方法であって、該方
法は：
　粉体分配デバイスと成形品ベッドとの間に焼結性粉体を堆積させるステップであって、
前記焼結性粉体は、前記粉体分配デバイスと前記成形品ベッドとの間にあるシュートを通
して堆積される、ステップ；及び
　前記焼結性粉体の層を形成するために、前記成形品ベッド上に前記焼結性粉体を分配す
るステップ；
を含むことを特徴とする方法。
【請求項１１】
　前記焼結性粉体を前記シュートを通して堆積させるステップは、前記焼結性粉体の堆積
の前に、前記シュート内の前記焼結性粉体を加熱するステップを含むことを特徴とする請
求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記焼結性粉体は、前記シュート内で前記シュート上にあるヒータ要素によって加熱さ
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れることを特徴とする請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記焼結性粉体は、前記シュート内で放射ヒータからの放射熱によって加熱されること
を特徴とする請求項１１に記載の方法。
【請求項１４】
　前記シュート上にある少なくとも１つのヒータ要素を用いて、前記粉体分配デバイスを
予備加熱するステップを更に含むことを特徴とする請求項１０に記載の方法。
【請求項１５】
　前記焼結性粉体を分配するステップは、前記シュートを前記粉体分配デバイスの経路か
ら移動させるステップを含むことを特徴とする請求項１０に記載の方法。　
【請求項１６】
　前記粉体分配デバイスを定位置に戻すステップ；及び
　前記シュートを、前記粉体分配デバイスと前記成形品ベッドとの間にあるように移動さ
せるステップ
を更に含むことを特徴とする請求項１５に記載の方法。　　
【発明の詳細な説明】
【関連出願の相互参照】
【０００１】
　本出願は、米国特許法第１１９条（ｅ）の下で、２０１３年３月１５日出願の米国仮特
許出願第６１／７９３８７０号の優先権の利益を主張するものである。
【技術分野】
【０００２】
　本発明は、レーザ焼結システムに関し、より詳細には、成形品の品質を改善するための
及び使用済みの未焼結粉体の廃棄を削減するための、レーザ焼結システムの装置及び方法
に関する。
【背景技術】
【０００３】
　レーザ焼結は、デジタルデータから三次元物体を製作する加法的製造の一形態である。
当該技術において公知であるように、レーザ焼結は、典型的にはポリマー又は金属である
粉体の層をレーザを用いて加熱し、粉体粒子を所定のパターンで互いに融合させ、これに
より製作する物体の断面層を画定する。このような技術は、特許文献１、特許文献２、特
許文献３、特許文献４、特許文献５、特許文献６及び特許文献７において開示されており
、上記文献の開示は参照によってその全体が本明細書に援用される。
【０００４】
　レーザ焼結に伴う１つの問題は、構築プロセス中のレーザの減衰であり、それによって
像平面（レーザビームに曝露される焼結性粉体の表面）におけるレーザパワーが変化する
（典型的には低下する）ことである。レーザパワーのこのような変化は、多数の問題によ
るものであり得、（ｚ軸に沿って）底部から頂部に向かって異なる色を有する成形品、又
はｚ軸に沿って異なる機械的特性を有する成形品をもたらし得る。
【０００５】
　レーザ焼結、特に融点付近まで加熱されるポリマーに伴う別の問題は、融合していない
焼結性粉体が、粉体が望ましくない品質（表面上の「オレンジピール（ｏｒａｎｇｅ　ｐ
ｅｅｌｉｎｇ）等」、着色、又は低下した機械的特性を有する成形品を生み出すまでに、
特定の回数しか再利用できない点である。その結果レーザ焼結機械の操作者は、成形品の
品質を維持するために、特定の量の使用済みレーザ焼結性粉体を廃棄しなければならない
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国特許第４，８６３，５３８号明細書
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【特許文献２】米国特許第５，１５５，３２１号明細書
【特許文献３】米国特許第５，２５２，２６４号明細書
【特許文献４】米国特許第５，３５２，４０５号明細書
【特許文献５】米国特許第６，８１５，６３６号明細書
【特許文献６】米国特許第７，５６９，１７４号明細書
【特許文献７】米国特許第７，８０７，９４７号明細書
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の様々な実施形態は上記のニーズに対処し、また成形品の品質を改善しかつ焼結
性粉体の廃棄の必要性を低減する他の利点を達成する。本発明の一実施形態は、粉体層を
塗布することによって、成形品の強度又は精度の低下をもたらし得る表面フィーチャの可
能性を低下させ、層中の粉体の密度を改善する方法を含む。特定の実施形態は、「２パス
（ｔｗｏ　ｐａｓｓ）」アプローチ（「二重ＡＰＬ（ｄｕａｌ　ＡＰＬ）」（ＡＰＬ＝塗
布粉体層（Ａｐｐｌｙ　Ｐｏｗｄｅｒ　Ｌａｙｅｒ））とも呼ばれる）を用いて、粉体層
の典型的な（従来技術の）塗布と同様の第１のパスにおいて粉体層を分配することによっ
て（逆回転ローラ又はその他の粉体分配デバイスを用いて）粉体の単一の層を敷くが、続
いて、従来技術とは異なり、残りの粉体を分配して間隙を充填し粉体層の表面をならす第
２のパスにおいて、ローラが後退する。第１のパスからの残りの粉体を分配するために、
粉体戻しデバイス（ピストン等）を、成形品ベッド（粉体がレーザ焼結される領域）の、
そこから粉体がホッパによって堆積される場所とは反対側に設ける。粉体戻しデバイスは
、残りの粉体がローラの下を通過できるよう降下され、ローラが通過した後にローラが残
りの粉体を分配できるように上昇される。第２のパス後に残っている任意の残りの粉体は
、成形品ベッドの側部の粉体戻りシュートに堆積される。この２パス技術を用いることに
より、粉体層は、より精確なレーザ焼結のための改善された均一性及びより良好な高密度
化を有する。
【０００８】
　本発明の更なる実施形態は、構築チャンバ内のレーザパワーを測定できるレーザパワー
測定デバイスを含む。典型的なレーザ焼結システムは、レーザパワー測定デバイスを含ま
ない（測定は点検者による点検中に簡単に行われる）か、又はレーザパワーはレーザビー
ムが構築チャンバに入る前に測定される。レーザ焼結システムの構築チャンバは典型的に
は極めて高温であり、表面に悪影響を及ぼすフューム及び粉塵を含む。本発明は、構築チ
ャンバ内にあるレーザパワー測定デバイスを提供する。このレーザパワー測定デバイスは
、走査速度及び／又は他のパラメータを調整又は制御するために、粉体層に送達されるレ
ーザパワーを決定し、これによって焼結性粉体に送達されるパワーが一定となることで、
成形品の品質又は精度における劣化又はその他の変化が回避される。いくつかの実施形態
では、レーザパワー測定デバイスは、レーザウィンドウ（これは典型的には構築チャンバ
の天井にあり、これを通してレーザが構築チャンバに入る）の下方、ただしデバイスが粉
体に送達される熱を妨害しないように、及び／又は過熱しないように、焼結性粉体を（主
に放射線によって）加熱するヒータの上方に位置決めされる。レーザパワー測定デバイス
を、レーザビームが集束する像平面から可能な限り離間させることにより、レーザの集束
は弱まり、感知デバイスは、レーザによる悪影響を受けることなく、より良好にレーザに
耐えることができる。いくつかの実施形態では、レーザパワー測定デバイスは可動ミラー
を備え、この可動ミラーは、レーザ走査領域の外側の位置から、レーザを感知デバイスに
配向するためにレーザをミラーに配向できる位置へと伸長する。測定を行ったら、ミラー
をレーザの経路から退避させることができる。いくつかの実施形態では、１つ又は複数の
成形品の構築時間を増加させないよう、レーザパワー測定は新しい粉体層の塗布中に行わ
れる。更なる実施形態では、レーザパワー測定デバイスは、可動（例えば回転できる）ア
ーム上のセンサであり、この可動アームは、レーザがこの可動アーム上に直接投射される
よう、選択的に位置決めしてよい。
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【０００９】
　本発明のなお更なる実施形態は、粉塵をほとんど又は全く生成しない、ローラと成形品
ベッドとの間の粉体の堆積のための、シュートデバイスを含む。特定の実施形態のシュー
トデバイスは、ホッパの下方の剛性スロットであり、この剛性スロットは、粉体が落下し
なければならない距離を最小化するために、従って生成される粉塵の量を最小化するため
に、粉体が堆積される表面の近くまで延在する。シュートデバイスがローラの運動に干渉
しないよう、シュートデバイスは回転できる。シュートはまた、シュートが成形品ベッド
からのレーザビームを妨害しないように位置決めされる。いくつかの実施形態では、シュ
ートは、堆積されることになる粉体を予備加熱するためのヒータ要素を含む。
【００１０】
　本発明の他の実施形態は、ローラ表面を所望の温度まで加熱し得るように、レーザ走査
動作中にローラが留まる固定ローラ位置の下方又は直近に位置決めされる、ローラヒータ
を含む。あるいはローラヒータは、シュート内の粉体を予備加熱し、ローラ表面も加熱す
るシュートヒータを備えてよい。ローラは、ローラヒータがローラの表面を均等に加熱す
るように回転してよく、これによりローラ表面上の温度勾配を防止できる。ローラ表面上
の温度勾配は、ローラの全てではないもののいくつかの表面への粉体の望ましくない付着
につながり得、これにより粉体はローラの後方に垂れることになりこれは更に均一でない
粉体表面をもたらし、これは最終的に粗い表面又は最終的な成形品のその他の欠陥をもた
らす。
【００１１】
　本発明のなお更なる実施形態は、構築チャンバ内の（主に窒素で構成される）空気を洗
浄する空気スクラバを含む。空気はスクラバを通して冷却されて、１つ又は複数のフィル
タによる浮遊汚染物質の除去を補助する。再循環されて構築チャンバに戻るスクラバの排
気は、（放射及び対流によって粉体を加熱する）ヒータを保持するヒータブラケット中に
排気され、これにより（ｉ）比較的冷たい再循環された空気を再加熱でき、並びに（ｉｉ
）ヒータが過熱しないようにヒータブラケット及びヒータを冷却できる。ヒータブラケッ
トは外側に面する表面に沿った排気孔を有し、これにより空気は、大きな乱流又はレーザ
焼結プロセスに悪影響を及ぼし得るその他の望ましくない空気流を生成しない方法で、循
環されてチャンバに戻る。従って、本発明の様々な実施形態は、レーザ焼結システム及び
プロセスに大幅な改善を提供し、これは成形品の品質の改善及び廃棄材料の削減につなが
る。
【００１２】
　このようにして本発明を概説したが、これより添付の図面を参照する。添付の図面は必
ずしも原寸通りの縮尺ではなく、例示を目的としており、限定的なものではない。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の一実施形態によるレーザ焼結システムの斜視図
【図２】図１のレーザ焼結システムの横断面図
【図３Ａ】図１のレーザ焼結システムのローラ、ホッパ、シュート、ローラヒータ及びそ
の他の部分の拡大横断面図（シュートは下向き位置にある）
【図３Ｂ】図１のレーザ焼結システムのローラ、ホッパ、シュート、ローラヒータ及びそ
の他の部分の拡大横断面図（シュートは上向き位置にある）
【図４Ａ】図１の実施形態のホッパ及びシュートの拡大斜視図（シュートは下向き位置に
ある）
【図４Ｂ】図１の実施形態のホッパ及びシュートの拡大斜視図（シュートは上向き位置に
ある）
【図５Ａ】レーザパワー測定デバイスを退避位置で示す、図１のレーザ焼結システムの上
部の横断面図
【図５Ｂ】レーザパワー測定デバイスを伸長位置で示す、図１のレーザ焼結システムの上
部の横断面図
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【図６Ａ】本発明の更なる実施形態の（伸長位置にある）レーザパワー測定デバイスの拡
大斜視図（ここでレーザパワー測定デバイスのミラーは、レーザウィンドウの下方の密閉
された開口部（図示せず）を通って構築チャンバに突出する伸縮管を含む）
【図６Ｂ】本発明の更なる実施形態の（伸長位置にある）レーザパワー測定デバイスの拡
大斜視図（ここでレーザパワー測定デバイスのミラーは、レーザウィンドウの下方の密閉
された開口部（図示せず）を通って構築チャンバに突出する伸縮管を含む）
【図６Ｃ】本発明の更なる実施形態の（伸長位置にある）レーザパワー測定デバイスの拡
大斜視図（ここでレーザパワー測定デバイスのミラーは、レーザウィンドウの下方の密閉
された開口部（図示せず）を通って構築チャンバに突出する伸縮管を含む）
【図７Ａ】スクラバの内部通路及びフィルタ並びに頂部の逆止弁及び側部の送風モータを
示す、図１のレーザ焼結システムのスクラバの拡大斜視図
【図７Ｂ】単一のスクラバ吸気口及び二重のスクラバ排気口（各排気口は１つのヒータブ
ラケットと流体連通している）を示す、図７Ａのスクラバの拡大側面図
【図７Ｃ】スクラバ吸気口及びスクラバ排気口、並びにスクラビング（フィルタリング）
されることになる空気を冷却するためのヒートシンク及びファンを示す、図７Ａのスクラ
バの拡大斜視図
【図８】ヒータブラケット（黄色）（これを通ってスクラバ排気口からの冷却された空気
が構築チャンバに再導入されることにより、（ヒータの廃熱を使用して）空気を加熱し、
ヒータを冷却するのを助ける）を示し；またスクラバ吸気口をヒータブラケットの上方の
構築チャンバの開口部に接続する配管／ダクトも示す、図１のレーザ焼結の拡大斜視図
【図９】ヒータ及びヒータブラケット、並びに予備加熱された空気を構築チャンバ内の粉
体層に悪影響を及ぼさない方向に流入させるための、ヒータブラケットの側部の通路　を
示す、図１のレーザ焼結システムの拡大斜視図
【図１０】上昇位置における粉体戻しデバイス（ここで粉体戻しデバイスは、成形品ベッ
ドの、ホッパ及びシュートとは反対側にある）を示す、図１のレーザ焼結システムの拡大
斜視図
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　これより以下に、本発明の全てではないもののいくつかの実施形態が示されている添付
の図面を参照しながら、本発明をより十分に説明する。実際、本発明は多数の異なる形態
で具体化してよく、本明細書に明記する実施形態に限定されるものと解釈されるべきでは
ない。寧ろ、これらの実施形態は、この開示が適用される法的要件を満たすものとなるよ
うに提供される。改善された成形品の品質及び削減された粉体の廃棄を提供するための装
置及び方法を、特定のタイプのレーザ焼結システムに関して説明し、添付の図面に示して
いるが、様々な装置及び方法の機能性を、作製されることになる成形品を表すデジタルデ
ータに基づいて粉体から三次元物体（成形品）を形成することを意図した任意の既知の又
は今後考案される粉体融合システムに適用してもよいことが想定される。全体を通して、
同様の符号は同様の要素を表す。
【００１５】
　図１～１０を参照すると、本発明の実施形態によるレーザ焼結システムが示されており
、これらの実施形態は、従来技術のレーザ焼結システムに対して、成形品の品質を改善し
かつ粉体の廃棄を削減する多数の新規の性能向上を含む。これらの発明は、当該技術分野
においてこれまでに知られていた又は使用されていたものとは異なり、焼結性粉体に対す
る一貫したエネルギ送達を提供することによって、材料特性を改善し、かつ全ての方向（
ｘ軸（構築チャンバの側面から側面）、ｙ軸（構築チャンバの前部から後部）、及びｚ軸
（構築チャンバの底部から頂部））において成形品全体にわたって一定とすることにより
、成形品の品質に大幅な改善を提供する。更に、特に二重ＡＰＬに関するものである本発
明は、密度が改善され、山、谷又は空所を全く又は最小限しか有さない粉体層を提供し、
これはレーザ焼結済み粒子のより良好なフロー制御を提供し、これによってより精確でよ
り頑丈な成形品の形成が可能となると共に、粉体（レーザ焼結構築プロセスに使用された
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が焼結されていない粉体）を更に多くの構築プロセスのために再利用できるようになる。
よって、未使用の粉体（構築プロセスに供されていない新しい／新鮮な粉体）の必要性、
及び使用済みの粉体を廃棄する必要性が大幅に低減される。従って、本発明は、成形品の
レーザ焼結に関連するコストを大幅に削減し、これにより、レーザ焼結によって作製され
る成形品はより良心的な価格のものとなり、最終的にはレーザ焼結は、その他の加法的製
造技術、減法的製造技術、及びその他の従来の製造技術により作製される成形品に対して
、より競争力の高いものとなる。
【００１６】
　図示した実施形態は、ポリアミド粉体又はＰＥＥＫ粉体又はその他のポリマー粉体を使
用するポリマー系に関して設計されている。しかしながら、本発明の他の実施形態は、金
属、複合体、セラミック、及びデジタルデータから三次元物体を形成するために使用され
る任意のその他の粉体材料といった更なる材料と共に使用してよい。
【００１７】
　次に図１の実施形態を検討すると、レーザ焼結システム１０は構築チャンバ１２、着脱
式成形品ベッドカート１４、並びにレーザ、走査ミラー、及び従来技術のレーザ焼結シス
テムと同様のその他の光学部品を含むレーザ組立体１６を含む。レーザ焼結システム１０
はまた、操作者がレーザ焼結システムを制御及び／又は監視するための、制御パネル１８
、又はタッチスクリーンコンピュータ若しくはタブレット等のその他のユーザインタフェ
ースも含む。図１はまた、粉体を構築チャンバに供給する粉体ホッパ２０、及び構築チャ
ンバ内の空気（主に窒素）を洗浄し再循環させるスクラバ２２といった、構築チャンバ１
２の内側にないレーザ焼結システム１０の部分も示している。
【００１８】
　図２は、構築チャンバ１２の内側及び外側の両方における、システムの追加の特徴を示
す、レーザ焼結システムの断面図である。粉体戻し容器２４は、二重ＡＰＬプロセス中に
使用されない粉体を受承する。粉体戻し容器２４に堆積した粉体（図示せず）は、後続の
構築プロセスにおいて後で使用するために保管できるか、又は同一の若しくは後続の構築
プロセスにおいて使用するために自動的に再循環させてホッパ２０に戻すことができる。
図２はまた、ローラ２６、シュート２８、粉体層がレーザ焼結される像平面３０（成形品
ベッド３１の最上層）、及び図示した実施形態では粉体戻しピストンを備える粉体戻しデ
バイス３２（図１０にも示す）等の、構築チャンバ１２内の構成部品及びシステムも示す
。本発明の更なる実施形態は、ローラ又は他の粉体分配デバイスの第２のパスの準備にお
いて、粉体の一部を粉体分配デバイスの一方の側から粉体分配デバイスの他方の側へ移動
させる、代替的な粉体戻しデバイスを備える。レーザパワー測定デバイス３４も図２に示
されており、これは（ｚ軸に沿って）レーザウィンドウ３６とヒータ３８との間に位置決
めされる。
【００１９】
　本発明の特定の実施形態は、層中に焼結性粉体を分配するための二重ＡＰＬ技術を用い
る。二重ＡＰＬは、成形品ベッド上に分配された粉体の各層に関して、ローラを成形品ベ
ッド３１を横切るように２度動かすプロセスである。従来技術のシステムは典型的には、
ローラの又はその他の粉体分配デバイス（粉体を保持し成形品ベッドを横切るように動く
に従って粉体を堆積させる、ドクターブレード若しくはドクターブレード様構造体等）の
単一のパスを用いていた。このようなシステムは典型的には、成形品ベッドの両側に、ホ
ッパ又は粉体供給ピストンを有する。一方で、その他の従来技術のシステムは単一のホッ
パを有するが、（粉体をローラ組立体（又はその他の粉体分配デバイス）の上に堆積させ
ることにより、及びホッパの反対側の成形品ベッドの側面上の粉体を除去することにより
）第１の層に関しては第１のパスによって、第２の層に関しては第２のパスによって粉体
を堆積させる。更に他の従来技術のシステムは、ローラ又はその他の粉体分配デバイスの
単一のパスを用いて、単一のパスで粉体層を塗布し、続いて、戻り方向の先端に粉体が提
供されないため戻り移動中に粉体層を塗布することなく、粉体分配デバイスをその初期位
置に戻すだけである。しかしながら以下及び添付の文書に記載するように、第１及び第２
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のパスの両方において粉体を塗布する２パス二重ＡＰＬプロセスを用いると、塗布された
粉体層の表面の品質だけでなく、粉体密度が大幅に改善されることが分かっている。粉体
層における粉体の密度は重要である。というのは、より密度の高い粉体を加熱及びレーザ
焼結することは、一時的に溶融した材料のフルエンス（流れ）がレーザ焼結中により良好
に制御されるため、より安定していることが分かったからである。二重ＡＰＬが提供する
層の向上した密度により、使用済みの粉体をより多くの構築プロセスのために使用できる
ようになる。というのは、粉体が受ける各構築プロセスによって粉体の品質が僅かに低下
しても、使用済みの粉体はなお、満足のいく成形品の品質（例えば、あまりに多くの粉体
を何度も使用し過ぎると、再利用された粉体が周知の「オレンジピール」のような粗い表
面をもたらし得る従来技術の技術に比べて、表面品質が滑らかである）、及び満足のいく
強度を有する成形品を形成できるからである。従って、二重ＡＰＬプロセスによるより高
密度の粉体層は、廃棄しなければならない使用済みの焼結性粉体の量を大幅に削減し、よ
ってより良好な品質及び強度を提供しながら、レーザ焼結に関連するコストを削減する。
【００２０】
　二重ＡＰＬ技術は以下の概略的なステップを含む：
　１）粉体をホッパ２０から（シュート２８を介して）ローラ２６と成形品ベッド３１と
の間に堆積させる；
　２）成形品ベッドを横切るようにローラを動かして、成形品ベッド上に紛体の初期層を
分配する；
　３）粉体戻しデバイス３２を降下位置とし、これにより、ローラが粉体戻しデバイスの
上方の粉体上を動くように、ローラが粉体戻しデバイスにわたって動くにつれて、成形品
ベッド上の第１のパスからの任意の残りの粉体を、粉体戻しデバイスによって生成された
間隙に堆積させる；
　４）粉体戻しデバイスの上方の粉体がローラと成形品ベッドとの間となるように、粉体
戻しデバイスが上昇する；
　５）ローラが成形品ベッドを横切るように動いて、残っている粉体をいずれの間隙、空
所、又は粉体が欠けているその他の部分に分配し、粉体の任意の波状部又はその他の隆起
部をならし、粉体層の密度を高める；並びに
　６）ローラはその定位置（図２に示す）に戻り、同時にレーザ走査ステップが生じる。
【００２１】
　二重ＡＰＬは粉体を分配する２つのパスを含むため従来技術と区別できるが、これは自
明でない。というのは、２つのパスは各層に関して追加の時間を必要とし、これは従来技
術の単一パスシステムに対して各成形品のための構築時間を増大させ、その他全てのパラ
メータが一定に保たれた場合に、レーザ焼結システムのスループットを低下させるからで
ある。粉体密度及び成形品の強度に関する追加情報を、添付の証拠文書に提供する。
【００２２】
　次に図３Ａ～４Ｂを検討すると、本発明の特定の実施形態は、ホッパ２０と、ローラの
定位置（ローラがレーザ走査動作中に配置される場所）と成形品ベッドとの間の表面との
間に位置決めされたシュート２８を備え、これにより、成形品ベッドを横切るローラの第
１のパスの前に、新たに供給される粉体がローラの前に堆積される。図示した実施形態の
シュートは、ｙ軸（システムの前部から後部）に沿って延在するスロットを備え、このス
ロットはｙ軸に沿って整列された軸の周りを回転できる。シュート２８は、自動的に回転
してよく、又はローラ２６を動かすローラ組立体４２上に位置決めされた少なくとも１つ
のピン４０との接触等による、ローラの運動によって動いてよい。例えば、ローラ２６又
はローラ組立体４２のその他の部分は、成形品ベッドを横切る第１のパス（第１のＡＰＬ
）の開始時に、シュートを図３Ａ及び４Ａの下向き位置から図３Ｂ及び４Ｂの上向き位置
に押圧してよく、ピン４０又はローラ組立体のその他の部分は、成形品ベッドを横切る第
２のパス（第２のＡＰＬ）の終了時にシュートを下向き位置に戻すように押圧してよく、
これにより、シュートはローラが定位置にある場合は常に下向き位置となる。シュートは
、ピン４０又はローラ組立体の他の部分によって下向き位置に保持されていない限り、上
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向き位置のままとなるよう、ばね懸架式であるか、又はそれ以外の方法で付勢されてよい
。
【００２３】
　シュート２８は単に、散粉又はその他の浮遊粒子の生成を最小化するように、ローラに
近接したホッパから放出された粉体を堆積させるための導管として機能する。図示した実
施形態は単純なスロットであるが、本発明の更なる実施形態は、堆積された粉体の散粉、
拡散又はその他の望ましくない動きを同様に低減する代替的なシュートを含む。シュート
２８はまた、シュート内の粉体を予備加熱するシュートヒータ４４も備え、これにより堆
積された粉体は、レーザによる粉体粒子の溶融／融合の前に、粉体が成形品ベッド上に拡
散される際に粉体が到達しなければならない温度に近い温度となる。粉体を予備加熱する
ことにより、構築プロセス時間を削減できる。更に、シュートヒータ又は領域内のその他
のヒータを使用して、ローラを予備加熱してよい。特定の実施形態のローラヒータは、そ
れがシュートヒータ又はその他のヒータのいずれであるかにかかわらず、ローラが所望の
様式で粉体を分配できるように、ローラの表面温度を所望のレベルに維持してよい。粉体
層のレーザ焼結中にローラが定位置にある間、ローラ表面が均一に加熱されるように、ロ
ーラはゆっくりと回転する（回る）。本発明の更なる実施形態は、ローラの表面を加熱す
るための代替的なローラヒータを含む。
【００２４】
　次に本発明の特定の実施形態の自動レーザ較正を検討すると、図５Ａ～６Ｃは、焼結性
粉体の層に送達されるレーザパワー（及びエネルギ）を選択的に決定できる、レーザパワ
ー測定デバイスを示している。構築チャンバは高温であり、表面（レーザウィンドウ等）
が透明性を失う原因となり得るフューム及びガスを含むため、従来技術のシステムは構築
チャンバ内でレーザパワーを測定せず、その代わりにレーザビーム（の上流）が構築チャ
ンバに入る前にレーザパワーを測定していたか、又は定期的な点検中にレーザパワーを測
定していた。レーザウィンドウ及び構築チャンバ内の空気の透明性は単一の構築プロセス
中に変化し得るため、本発明の特定の実施形態は、構築中に構築チャンバ内のレーザパワ
ーを定期的に測定してレーザパワーの変化を決定し、これにより、（例えばレーザパワー
を変更することによって、又はレーザビームが粉体層を横断する走査速度を変更すること
によって）粉体層が所望の量のエネルギを受け取っていることを確実にするよう、レーザ
を調整／較正できる。
【００２５】
　図示した実施形態のレーザパワー測定デバイス３４は、当該技術分野において公知のタ
イプのレーザパワーセンサと、伸縮ミラー４６とを含み、この伸縮ミラー４６は、測定目
的のためにレーザビームをセンサに対して反射させるために、レーザ経路中に選択的に位
置決めしてよい。図５Ａに示すように、退避位置にあるミラー４６はレーザビームの動作
範囲の外側にあるため、レーザパワー測定デバイスは成形品ベッドからのレーザビームを
妨害しない。図５Ｂに示すように、伸長位置にあるミラー４６は、レーザビームの動作の
範囲内（中央等）に位置決めされるため、レーザビームをレーザパワー測定デバイス３４
内のセンサに選択的に投射し得る。図６Ａ～図６Ｃはレーザパワー測定デバイス３４の一
実施形態を示し、このレーザパワー測定デバイス３４において、ミラー４６は、その構築
チャンバ１２への入口に関して密閉された中空伸縮シャフトによって移動される。本発明
の更なる実施形態は、構築チャンバ内のレーザビームのパワーを測定するための、代替的
なレーザパワー測定デバイスを含む。
【００２６】
　ヒータ３８は放射ヒータであり、レーザパワー測定デバイスを加熱することが必要又は
所望でないので、そして放射熱が粉体層を加熱するのを妨害しないように、本発明は、ヒ
ータの上方にレーザウィンドウ３６に近接して位置決めされたレーザパワー測定デバイス
を有する。しかしながら本発明の更なる実施形態は、構築チャンバの任意の位置にレーザ
パワー測定デバイスを含み、上記構築チャンバにおいて、レーザがレーザパワー測定デバ
イスと光学通信できる。
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　本発明はまた、特定の実施形態において、構築チャンバ内の空気を洗浄及びフィルタリ
ングするためのスクラバも含む。図７Ａ～７Ｃは、一実施形態によるスクラバ２２を示し
、これは初期冷却セクション４８及び濾過セクション５０を含む。スクラバ２２は、スク
ラバ吸気口５２及び２つのスクラバ排気口５４を含み、上記スクラバ吸気口５２を通して
空気が構築チャンバ１２から（例えばヒータ３８の上方及びレーザウィンドウ３６の下方
から）引き込まれ、上記スクラバ排気口５４を通して空気が構築チャンバに戻るように（
例えば以下に記載するようにヒータブラケット内に）放出される。冷却セクション４８は
、例えば冷却セクション内の通路と熱的に連通するヒートシンク・ファン組立体５６を用
いて、構築チャンバ１２からの比較的高温の空気を冷却する、蛇行する通路又はその他の
構造体である。空気を冷却して、空気からの汚染物質の沈殿を補助する。続いて空気は、
通過する空気から汚染物質を捕捉する１つ又は複数のフィルタを備えるフィルタセクショ
ン５０を通過する。空気は、送風モータ６０によって回転される送風ファン５８によって
、スクラバ２２を通って循環される。
【００２８】
　図８及び９は、構築チャンバをスクラバ吸気口５２に接続するパイプ又は管、及びスク
ラバから戻る空気のための構築チャンバ吸気口６２のうちの１つを示す。構築チャンバ吸
気口６２は、構築チャンバ１２内の各ヒータブラケット６４と流体連通している。スクラ
バからの比較的冷たい空気はヒータブラケット６４に流入して、ヒータブラケット６４及
びヒータ３８からの熱を伝達する。これによって（ｉ）ヒータの冷却を補助し（これはい
くつかの実施形態ではヒータの動作寿命を延ばすため及び／又はヒータの性能を向上させ
るために望ましい）、並びに（ｉｉ）戻ってきたスクラビング済みの空気を予備加熱する
。予備加熱された空気は、各ヒータブラケット６４の側部上にある一連の孔から排出され
る。一連の孔は、構築チャンバ内の乱流又はその他の望ましくない空気流の量を最小化す
る（例えば、粉体が構築チャンバ内で空気によって移動しないようにする）ようサイズ設
定及び位置決めされる。
【００２９】
　添付の文書は更に、本発明の装置及びプロセス並びに上記装置及びプロセスから生じた
結果を記載している。例えば、ＭＰデータと題されたチャートは、従来技術の技術に対し
て、機械的特性の大幅な改善を示している。ＭＰデータチャートの縦列は、「再利用実施
工程（Ｒｅｃｙｃｌｅ　Ｒｕｎｓ）」に関するものであり、ここでは実施工程（ｒｕｎ）
１～４は、任意の新しい粉体を追加することなく実行して、新しい／新鮮な／未使用の粉
体の不在に基づいて、成形品の機械的特性の劣化を決定した。このような再使用の実施工
程を用いて複数のＡＳＴＭ　６３８バーを作製して、これに関して、当業者に公知の業界
の標準的慣例に従って表１の機械的特性を試験した。再使用の実施工程は、新鮮な（これ
までに使用されていない粉体）、オーバーフロー（既に使用されたが、オーバーフローリ
ザーバから回収された、成形品ケーキではない粉体）、及び成形品ケーキ（これまでに使
用され成形品ケーキから回収された粉体）のそれぞれの量を含んでいた。再使用の実施工
程を、６０Ｗの充填時レーザパワー、１回の充填時走査、１２Ｍ／秒の充填時走査速度、
１５Ｗの外形成形時レーザパワー、１回の外形成形時走査、０．２ｍｍのスライサ充填時
走査間隔、及び１回の焼結時走査を含むがこれらに限定されない、概ね一貫した構築パラ
メータ及び成形品パラメータを用いて行った。実施工程１、２及び４に関する結果から明
らかであるように、従来技術のレーザ焼結装置及び方法に比べて、平均密度、引張係数及
び引張強度の低下が大幅に改善されている。ＭＰデータチャートに提供されるような試験
データは、本発明の実施形態を用いて、未使用の粉体の必要性及びそれに対応する使用済
みの粉体の廃棄の必要性を低減できることを証明している。
【００３０】
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【表１－１】

【００３１】
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【表１－２】

【００３２】
　様々な実施形態において本発明は、上述の装置及び方法を組み合わせて、レーザ焼結さ
れた成形品の品質、及び未使用のレーザ焼結性粉体の有効寿命を改善する。よって本発明
は、従来技術からはこれまで得られなかった、多大な技術的及び経済的利益をレーザ焼結
システムのユーザに提供する。
【００３３】
　本発明が属する技術分野における当業者には、以上の説明及び関連する図面において提
示した教示の利益を有する、本明細書に記載した本発明の多数の変更及びその他の実施形
態が想起されるだろう。従って、本発明は開示した特定の実施形態に限定されるべきでは
なく、変更及び他の実施形態が添付の請求項の範囲内に含まれることを意図していること
が理解される。本発明が、添付の請求項及びその均等物の範囲内となるように提供される
この発明の変更例及び変形例を包含することが意図される。特定の用語を本明細書中で採
用しているが、それらは一般的・説明的意味のみにおいて使用されるものであり、限定を
目的としたものではない。
【００３４】
　従って本発明は、構築及び支持材料が改善された三次元物体の製造を提供する。本発明
が属する技術分野における当業者には、以上の説明及び関連する図面において提示した教
示の利益を有する、本明細書に記載した本発明の多数の変更及びその他の実施形態が想起
されるだろう。従って、本発明は開示した特定の実施形態に限定されるべきではなく、変
更及び他の実施形態が添付の請求項の範囲内に含まれることを意図していることが理解さ
れる。本発明が、添付の請求項及びその均等物の範囲内となるように提供されるこの発明
の変更例及び変形例を包含することが意図される。特定の用語を本明細書中で採用してい
るが、それらは一般的・説明的意味のみにおいて使用されるものであり、限定を目的とし
たものではない。
【００３５】
　本発明を説明する文脈における（特に以下の請求項の文脈における）「ある（ａ，　ａ
ｎ）」及び「その、上記、前記（ｔｈｅ）」及び同様の指示物の使用は、本明細書におい
て明示されていない限り又は文脈によってはっきりと否定されていない限り、単数形及び
複数形の両方を包含するものと解釈されるべきである。用語「備える、含む（ｃｏｍｐｒ
ｉｓｉｎｇ）」、「有する（ｈａｖｉｎｇ）」、及び「含有する（ｃｏｎｔａｉｎｉｎｇ
）」は、そうでないことが注記されていない限り、制限のない用語（即ち「～を含むが、
これに限定されない」ことを意味する）でると解釈されるべきである。本明細書中の単位
の範囲の列挙は単に、本明細書において明示されていない限り、範囲内にある各別個の値
に個別に言及する簡略表記法として役立つことを意図したものであり、各別個の値は、こ
れら本明細書において個別に列挙されているかのように、本明細書に組み込まれる。本明
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本明細書に記載する全ての方法を任意の好適な順番で実行できる。任意の及び全ての実施
例、又は例示的な語句（例えば「～等、～といった（ｓｕｃｈ　ａｓ）」の使用は単に、
本発明をより明確にすることを意図しており、そのように請求されていない限り本発明の
範囲を限定するものではない。本明細書中のいずれの語句も、本発明の実施に必須のもの
として請求されていない任意の要素を示すものとして解釈してはならない。
【符号の説明】
【００３６】
　　
　　１０　レーザ焼結システム
　　１２　構築チャンバ
　　１４　着脱式成形品ベッドカート
　　１６　レーザ組立体
　　１８　制御パネル
　　２０　粉体ホッパ
　　２２　スクラバ
　　２４　粉体戻し容器
　　２６　ローラ
　　２８　シュート
　　３０　像平面
　　３１　成形品ベッド
　　３２　粉体戻しデバイス
　　３４　レーザパワー測定デバイス
　　３６　レーザウィンドウ
　　３８　ヒータ
　　４０　ピン
　　４２　ローラ組立体
　　４４　シュートヒータ
　　４６　ミラー
　　４８　初期冷却セクション
　　５０　濾過セクション
　　５２　スクラバ吸気口
　　５４　スクラバ排気口
　　５６　ヒートシンク・ファン組立体
　　５８　送風ファン
　　６０　送風モータ
　　６２　構築チャンバ吸気口
　　６４　ヒータブラケット
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